




このアプローチの特徴は, 異質なマネジメントスタイルは異質な労資 (労使) 関係の反
映であるという単純な考え方にある｡ 例えばオーナー経営者が健在である企業の場合と,
いわゆるサラリーマン経営者が企業の実権を握っている場合とでは, マネジメントスタイ





従来の日本的経営論の多くは, 終身雇用, 年功序列, 企業別組合などの雇用慣行に着目
















組織化された世界の周囲には, 組織化されていない世界がある｡ 大河内 (1952) はかつ
















常識的理解では, 共同体的組織原理の採用が ｢日本的経営｣ と直結されて, そのユニー
クさが賞賛されたり非難されたりしてきたといえるが, このような組織原理を採用する国・
地域は日本だけではない｡ 韓国企業を例にとると, 人事制度や賃金制度は日本と同様に集




これに関連して禹 (2010) は次のような興味ある発言をしている｡ すなわち1987年の民
主化闘争を経て, 韓国のマネジメントスタイルは ｢日本化｣ ＝ジャパナイゼーションの方





注意しなければならないのは, 彼が経営と労働の ｢日本化｣ というとき, その ｢日本｣
はあくまで戦後の日本を指しているということである｡ 彼は ｢日本化｣ の内容を端的に示
す概念として ｢ブルーカラーのホワイトカラー化｣ をあげている｡ 韓国は1987年の ｢労働
者大闘争｣ (金, 2010) までは, 家父長的な従属的労使関係が一般的で, 会社は権威的抑





模の大小にかかわらず高かった (韓, 1988；李, 2000)｡ 先に韓国では広く共同体的組織
原理が働いていると推察されると述べたが, より正確に言えば, それはホワイトカラーの
上層のみに限定適用されていたといえる｡ そして, このような身分差別的労使関係が1987
年の ｢労働者大闘争｣ を経て揺らぎ, 財閥系大企業を中心に禹のいう ｢ブルーカラーのホ
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 しばしば財閥系列企業では専門経営者すら疎外されていたから (高, 2009), それら企業は戦前日本のように
オーナーおよびその親族のためだけの企業共同体であったといえる｡
ワイトカラー化｣ が韓国でもある程度進むことになった｡
一方, 後述するように戦後日本では ｢ブルーカラーのホワイトカラー化｣ は世界のどこ
よりも進んでいる｡ そうすると, 韓国におけるこの ｢労働者大闘争｣ をはるかに超える大
規模なできごとが, 戦後日本における経済民主化だったのではないかという予測が成り立
つ｡ この事件を経て日本は戦前・戦時の身分差別的労使関係を一掃し, 企業を全従業員の
共同体へと転換していった｡ 禹は, 労働者大闘争以後の韓国の経営・労働の動きを, この
戦後日本における経済民主化と関連させ, 韓国の ｢日本化｣ 仮説を提出したと考えていい｡
では ｢ブルーカラーのホワイトカラー化｣ を内容とする韓国の ｢日本化｣ は達成された
のだろうか｡ 禹によれば, 日本ほどには十分に進んではいない(２)｡ 韓国では ｢労働者大闘
争｣ ののちに通貨危機にみまわれ, IMF 管理下で財閥再編が断行されたが, 戦後日本に
匹敵するような財閥解体には至らなかった｡ ブルーカラーを共同体的組織原理によって処



















日本が敗戦し, ほぼ全面降伏ののちに GHQ 主導の戦後改革が行われ, 日本の階級構造
は大きく転換することになった｡ その詳細については工藤 (2009) を参照されたいが, 手











論｣ を展開することで, 日本的経営に関する独自の議論を展開してきた｡ 彼は日本の大企
業におけるマネジメントが前近代的であるという議論を嫌い, むしろそれが世界で先進的




より, 内部昇進制度が確立することになる｡ 内部昇進制度は, ｢独占段階の資本蓄積に最
も適合した労働力タイプ｣ の処遇制度として理解される (小池, 1977)｡
ここにあるのは, 戦時期に自らの経済学を確立した宇野の生産力説 (宇野, 1954) の
１つのバージョンである｡ 小池の議論の基礎には宇野理論, 特にその段階論があった｡ 遠
藤 (2005) によれば, 小池の知的熟練仮説は, 宇野理論研究者の間で共通的理解になりつ







小池の議論のなかで本稿のテーマに関連する部分に目を向けよう｡ 小池 (1977, 1991)





の賃金の ｢上がり方｣ は年功的になっている｡ そこから彼は, ｢ブルーカラーのホワイト
カラー化｣ 仮説を提示した｡ この仮説が本稿のテーマに深くかかわるのだが, ただしこの
仮説に関する小池の誤解だけは解いておかなければならない｡





も批判されてきた (野村, 1993；遠藤, 2005)｡ そもそも独占段階の生産技術が企業特殊
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 このような政治的無関心の傾向は高度成長に伴う時代的雰囲気の変化, つまり政治的危機が遠のき, 賃金交
渉がもはや産業社会の秩序をめぐる労使の力関係の反映としての性格を失いつつあった時代状況の産物であ
るとするのは栗田 (1992) であり, 野村 (1993) もまた同様の指摘をしている｡
的になるという宇野－小池説は, 技術水準の発達が労働の単純化を促し, したがって労働
の代替性を高めるという逆方向の技術論的傾向を考慮すれば, きわめて一面的なものであ
る｡ それでも小池が自説を曲げないのは, 賃金の ｢上がり方｣ がアメリカやギリスでも年
齢と相関しているという発見に自信をもつからであった｡ しかし, 賃金制度という労資関
係の性格を見る上で決定的指標を, 賃金の ｢上がり方｣ に還元してその ｢決め方｣ を見な




一方, 日本の場合, 職務に変更があろうがなかろうが, 賃金は勤続年数とともに上昇する
制度になっている｡ つまり日本と日本以外の国々とを比較した場合, 賃金の ｢決め方｣
(賃金制度の原理) が異なっていても, 賃金の ｢上がり方｣ は同一になることがある｡ ｢上
がり方｣ という現象だけを見て, 独占段階においてはどの国も賃金制度の原理が年功給に
なっていると決めることは誤りである(４)｡
この取り違えは, 宇野派的 ｢年功制＝独占段階説｣ に固執するあまり誘発された勘違い
である｡ しかし, 小池の一連の誤解は, 戦後日本の大企業に現れた新しいマネジメントス
タイルを反映する諸現象に関する解釈次元での勘違いであったことを明記しておく必要が
ある｡ つまり小池説はまったくの虚構というわけではない｡ 彼の誤解のなかには批判に耐





ば, 戦後日本における賃金の ｢上がり方｣ だけでなくその ｢決め方｣ の特徴も, また労働
組合の組織形態の特徴も, 熟練の解体と再編の特徴も, 組織における情報の流れや意思決
定の特徴も, すなわち ｢日本的経営｣ の諸特徴のすべてが, うまく理論的に処理できたは
ずであった｡




組織が労使共同体になるということは, どのような意味をもつか｡ 結論からいえば, 資
本と労働という階級主体の間の基本的な境界線が大企業内部では曖昧化する, あるいは下





 小池 (1966) は, 現象的な賃金カーブが日本と類似しているのは, アメリカ, 西ドイツ, フランスのなかで
アメリカのみであることを認めているから, 現象的な理解としても ｢年功制＝独占段階説｣ は説得力がない｡
戦前は, 財閥家族, 専門経営者とその
候補 (職員) が資本側に位置し, ブルー
カラー (職工・工員)・下級職員および
臨時工 (組夫, 人夫等) からなる労働側
との間に明らかな階級境界線が存在して
いた (菅山, 1995)｡ 戦前型労資関係に
おいて本工と臨時工の間の溝も深かった




せていたとされる (間, 1963)｡ そこで
図の ｢戦前型労資関係｣ の部分では, 下
級職員を職工・工員とともに基本的境界
線の下部に位置づけてある｡




れたほどであった (竹田, 1993)｡ 戦後, 苫小牧工場で労働組合が結成されたとき, 真っ
先に組合が要求したことが ｢封建的差別待遇の改訂｣ であったことは当然ともいえる｡ 王
子製紙労働組合・組合史編纂委員会 『王子製紙労働組合史』 (1957) は, ｢組合をつくる最
も大きな目的の一つが, 今までの身分的な差別待遇を撤廃せよという要求であった｣ と記
している｡ こうした動きは他の組合の多くにも見られた｡
間 (1963) は, 明治期の労資関係を, ｢主従的 (それも主人と僕婢との関係のようなそ
れ) 温情主義であった｣ としている｡ ｢そこでは, 労使の身分的上下関係は非常に差が大












 1980年代後半に韓国の大宇という財閥が家族主義的な政策を取り入れようとしたとき, ｢社員は家族, 工員は










的イデオロギーと共鳴した結果, 職員と工員はともに ｢社員｣ もしくは ｢従業員｣ として
扱われるようになり, 賃金体系も同一になっていく｡ 彼らは大企業の正規社員として一括
され, 両者の間にあった基本的な階級境界線は影を薄くし, それは下方へと移動していっ
た(６)｡ つまり, 基本的な階級境界線は正社員と非正規社員 (下請社員を含む) との間へと
移動したのである｡ これは ｢大企業ブルーカラーのホワイトカラー化｣ 現象である｡
｢基本的階級ラインの下方移動｣ は単純な事実であるが, 世界的には例がなかった｡ そ
のためか, この変化がマネジメントスタイルに革命を起こすことになるとは, 当時の日本
では誰も予想できなかったし, いまでもその因果関係は軽視されている｡ むしろ, 海外の
研究者の方が日本的経営の本質をよく見抜いていると思われるケースがある｡ 彼らの日本
的経営への関心にはある共通した視点がある｡ それは労使関係におけるユニークさへの関
心である｡ 階級格差の大きいイギリス生まれのドーア (1987) がそうであったし, そのイ
ギリスに支配されていたスリランカ生まれの J.A.T.D. にしゃんた (2006) もその一人だ｡
彼によれば, 英国植民地支配時代から経営が行われているスリランカ企業では, 労働者は
会社から与えられた ｢ライン｣ と呼ばれる狭い部屋に住んでおり, 日給制である｡ 一方,
工場長は高いサラリーを与えられ, 大邸宅, 家事使用人, 自動車, 専用ドライバー等が与





人間にとって ｢ステータスギャップ｣ (職級間の距離) を維持することはきわめて重要で
あり, それが経営慣行にも反映されているのが一般的である｡ そのために日本人はマネジ
メントに苦労し, 手が負えなくなって労務管理の ｢日本化｣ を諦め, スリランカ人に任せ
てしまうところも少なくないという｡
イギリス, スリランカの他にもこうした明白な ｢ステータスギャップ｣ が存在し, それ
が当然の経営慣行として企業内で実践されている国は多い｡ むしろそれが世界に一般的で
あり, 戦前日本も, そしてまた韓国もその部類であった｡ だからこそ, 海外の研究者はス
テータスギャップを著しく後退させた日本的経営に強い関心を抱くのである｡
イギリスの社会学者ドーアの場合も, 戦後日本は興味深い研究対象であった｡ 菅山
(1995) が指摘しているように, ドーア (1987) は英日大企業の比較で, 日本の雇用シス
テムの最も大きな特徴は, ｢イギリスなら中間層 (ミドルクラス) の職員しか享受しない
特典を現場労働者にも与えていること｣ であるとした｡ 特典とは, ｢年金や疾病給付のよ




きたい｡ たとえば行政組織の世界である｡ 西尾 (1993) によれば, 戦前の官吏制度におい
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 野村 (2007) は戦後の労使協調型企業別組合は労働組合ではないから労使対立は存在せず, 労使間の差別は
社員と臨時工・社外工の間へと移動したとして, それを ｢差別線が下方に移動した｣ と表現している｡ 筆者
の考えに近いが, 筆者は企業別組合を労働組合の１つとみなしている｡
て官吏の任免は天皇の任官大権に属し, 官吏制はすべて枢密院を経て勅令で定められてい
た｡ 天皇が自ら任命する勅任官 (そのうちとくに高位のものが親任官), 総理大臣が天皇
に上奏して任命する奏任官, 各省大臣が総理大臣を経て上奏して任命する判任官に区別さ
れた｡ このうち, 勅任官・奏任官が高等官と呼ばれ, その他の判任官の人々と処遇が峻別
された｡ 正確には, 高等官, 判任官, 雇・傭人という身分制であり, ｢人｣ の格付による
三層構成になっていた (大森, 2006)｡ 戦前の官吏制度における ｢奴らと俺たち｣ の世界
である｡ 大蔵省主計局の課長だった平井 (1951) によれば, それは便所や食堂が高等官用
と判任官用に分けられ, 屑籠まで区別されるという徹底ぶりだった｡
このような身分差別的な人事体系は戦後憲法において許されるものではなく, 旧来の官




格的な職務体系原理を導入しようとした (岡田, 1994)｡ つまり, ｢人｣ の格付けという身
分的共同体原理に代えて, ｢職｣ の科学的分類に基礎をおく職務体系原理を採用せよと迫っ
た｡ しかしこの職階制の導入は, 官僚たちの執拗な抵抗によって, 今日まで拒絶されたま
まである (川手, 2005)｡ その理由を確認しておこう｡
自治官僚を務め, 公務員制度の研究者でもある鹿児島重治によれば, 職階制未実施の直
接の理由は, ｢その制度当初から人事当局と職員の労働団体が強く反対したため｣ だった
(大森, 2006)｡ 労働団体側が反対したのは, 職階制の階層的な格付けが身分制の復活を予
想させたからであった｡ しかし鹿児島は, そうした直接の理由ではなく ｢根本的な理由｣
をあげている｡ それは, 詳細な職務記述書にもとづく職務分類によって仕事をすることが,
日本の職場の実態にあわなかったからである｡ 集団主義的職務執行体制, 各職員の職務の
弾力性, 労使の一体制という ｢わが国の職場の風土｣ は時代を超えて不変だと彼は考える｡
実際には, そうした集団的職務執行体制等は, 戦前は高等官のみに限定されていたのであ
り, 決して不変的なものではない｡ しかし戦後はノンキャリアも含めた公務員全体にまで











たとき, 身分差別的共同体原理は ‶民主化" され, 常識的には経済原理に反するブルーカ
ラーとホワイトカラーの雇用慣行の同一化という状況が生じたのである｡





トメント) に関しては, 日本は必ずといっていいほど低いスコアを記録する(７)｡ ブルーカ
ラーのホワイトカラー化がブルーカラーの地位向上であり, 戦後日本でのみ実現したとす
れば, この事実は不可解である｡ 端的にいって, 日本の職場には影のない光の世界がある
だけであると考えたくなる｡ この光に照らされて, ブルーカラーの勤労意欲は高く, 職務
満足度, 企業忠誠心も高いに違いない｡ ところが国際比較のデータは繰り返しその逆を示
してきた｡




























 それらの調査に関しては, 工藤 (1996) を参照されたい｡ 1990年代までの米日の勤労意識の比較に関しては
Besser (1993) の批判的コメントが有益である｡ この種の調査で最も新しいものとして石川・白石 (2005)
がある｡
集団ではない｣ という問いに対して, ｢その通り｣ と答えたマネジャーの割合は, 先進12

























としての責任を自覚していた｣ として, 彼女は自身のある体験を紹介している｡ ある時,
経営側が彼女のステーション (持ち場) を急に変更したため, 彼女はそこで要請されてい
る作業をすべてやることができず, ラインに遅れてしまった｡ ｢経営側によって私のステー
ション (持ち場) に非現実的な目標が置かれているのだと分かっても, 私は罪の意識を感







 同書には ｢会社とは何か｣ を問う他の設問が微妙に角度を変えながら用意されているが, いずれにおいても
会社を効率的システムとみなさない日本人マネジャーが多いという点で共通した結果が得られている｡
 熊谷 (1996) は, 日系アメリカ企業で定刻になっても帰らない日本人スタッフとともに大部屋で働いている
アメリカ人スタッフの一部も, やはり定刻で帰ることに guilty (罪) を感じるようになったと報告している｡
日本企業の強さは, 基本的階級境界線の下方移動による共同体原理のブルーカラー層へ
の適用から説明できる｡ 困難な課題や事業に対して日本人は ｢打って一丸となって｣ 立ち
向かう｡ 日米で経営コンサルタントを経験し現在ミスミの社長である三枝やソニーのトッ
プマネジメントを勤めた土井 (ペンネーム天外) は, 彼ら自身の体験を踏まえて, 一丸と
なりダンゴになって懸命に働く日本の技術者や労働者の生産力 (生産性ではない) の高さ
を語っている (三枝・伊丹, 2008；天外, 1989, 2002)｡
かつてソニーがアメリカの会社を買い取ったとき, その立ち上げを土井は手伝ったこと





一方, 日本のリーダーはそれほど強力ではない｡ というのは, チームの一人ひとりがプロ
ジェクト全体に気を配り, 自主的に分担を変更するからだ｡ 日本のやり方は行き当たりばっ
たりで, 科学的ではなく, 大まかなビジョンのもとにどんどん進めていく｡ 困難の予測が甘
く, それに直面して動揺はするが, 各人の超人的な努力でそれを克服する｡ 目標も臨機応変
に変えてしまう｡ したがって, きわめて少人数で短期間に偉業を達成することもあり得る｡
このような共同体的なリーダーシップ・スタイルのもとでは, リーダーを含め全員が
｢打って一丸となる｣ ことが要請されるのだが, そこには ｢強制｣ も ｢自発｣ もその純粋
な姿のままでは存在しない (天外, 2006)｡ それらは個人主義社会においてのみ, あるが
ままの形で現れる要素である｡ 共同体では強制と自発は分離せずに融合しており, まだ対
立的要素として分化していない｡
マツダのデトロイト進出を調査したフッチニ (1991) は, この点に関して, 日本の経営
者は ‶強制的" と ‶自主的" の違い, あるいは ‶明示的な命令" と ‶暗黙の命令" の違い
を理解していないというが, 日本人のこの種の無理解には根拠があったのである｡ 共同体
的組織原理の適用範囲が, 通常の場合のように, ホワイトカラーの上層にとどまっている
ならば, ｢強制｣ と ｢自発｣ が曖昧化される状況は生じない｡ 身分差が制度化されている
状況下では, 職員のために薪割りや煙突掃除をさせられる工員の意識のうちに強制と自発
の融合を見ることはできない｡ だからこそ, 戦後労働組合は第１に身分差別撤廃を明確に




目標が置かれた｣ という事態は, もしそれがカナダの会社でのことであれば, 紛れもない
経営側による強制として意識され, したがって罪の意識を醸成することはなかったに違い










になったのである (角野, 1995)｡ 1920年代以降の大企業によるいわゆる ｢福祉資本主義｣
は, 労働組合運動に対抗して経営権を維持するために採用された協調的労資関係を意味す







であり, 1980年代以降の日系企業による ｢日本化｣ ＝ジャパナイゼーションはその再来で

















勤労者の意識に関する国際比較調査に戻ると, 身分的共同体が ‶民主化" された組織に
おいては強制と自発が融合した状態が常であるから, アンケートで明確な解を求められた
とき, 日本の勤労者は回答に困惑する｡ 国際比較における意識の落差は, 組織の構成原理
の違いを表現していると考えるべきである｡ 例えば, 仕事は個人的に ｢楽しい｣ から行う
のではない｡ 共同体あるいは共同体を構成する同僚に対する義務として行うのであり, 仕
事を ｢好き嫌い｣ の基準で評価すること自体に違和感を覚える(10)｡ したがって, 職務満足
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‶共同体原理の民主化" は, 以上のように ｢光｣ と ｢影｣ を, そのコントラストを曖昧
にしながら, 同時に伴う過程であった｡






栗田 (1992) がいうように, 日本の労働組合は多面的で複雑な機能を発揮してきた｡ 日
本の大企業労組はよく ｢職制組合｣ と呼ばれるように, 会社機構と労務管理機構が重複し
ている｡ つまり, 共同体的秩序が労働組合内部にも浸透し, その組織原理にさえなってい
る｡ 経営組織だけでなく組合組織もまた共同体原理によって組織されている｡
栗田は, こうした日本的な労使関係を分析するには, 経済学的な視点では不十分だと考




ばならない｣ という彼の問題意識は刺激的である｡ とはいえ, 日本的経営の ｢実体とは何
か｣ という根源的な問いに対する栗田自身の解は曖昧である｡ 労使関係を規定する社会構
造, そうした社会構造が生む価値観ないし国民的特性, さらには労働者階級の形成史等か
ら研究されなければならないと指摘するにとどまる｡ のちに栗田 (1994) は日本の労働者























いに出される日経連 ｢新時代の 『日本的経営』｣ (1995年) は, 今後は従業員のうち ｢長期
蓄積能力活用型グループ｣ と名づけられる層のみに共同体的組織原理の適用を限定すると
いう宣言であった｡ そのグループが縮小する分を, ｢雇用柔軟型グループ｣ の増大でカバー
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Downward Shift of Class-Dividing Line and the Formation of Japanese Management
The essence of Japanese Management lies in ‶white-collarization of blue-collar
workers". After World War Ⅱ, the communitarian principle of organization that had
been applied only to white-collar employees has been expanded to blue-collar workers
in large organizations. It means that the basic line that divided industrial classes
shifted downward to hold workers as formal organizational members internally. The
fact that this kind of serious structural shift has not been achieved outside Japan
makes the management style of Japanese large firms unique in the world.
日本的経営の本質は ｢ブルーカラーのホワイトカラー化｣ という事実にある｡ 第２次大
戦後, 従来は一部のホワイトカラーに適用されていた共同体的組織原理が, 生産職にまで
拡大適用されることになった｡ つまり, それまでホワイトカラーとブルーカラーの間に引
かれていた階級境界線が下方に移動し, ブルーカラーをも組織共同体の正式なメンバーと
して包摂したのである｡ このような大きな階級構造の変化は日本以外では実現せず, ｢日
本的経営｣ を世界的にユニークな経営スタイルとして確立させることになった｡
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